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１　はじめに

公益社団法人日本農業法人協会（以下
「法人協会」という）は、1999年に全国
の農業法人が加盟する団体として設立され
た公益法人である。会員は、北海道から沖
縄まで2080法人が加盟しており（2026
年７月現在）、国内の農業法人数の増加に
伴い増加傾向にある。日本で唯一の全国的
な農業法人のネットワーク組織として、農
業法人の経営確立・発展のため、調査研究・
政策提言活動などを行っている。

このような活動の一環として、法人協会
は、2008年より年１回、全会員を対象と
した「全国農業法人実態調査」を実施し、
収集したデータに基づき、「農業法人白書」
を作成している。この白書で用いる数値な
どは、全国各地で活躍する会員から集めた
統計データにより作成されており、大規模
経営体を中心とした農業のトレンドが把握
できる資料として、農業を研究対象とする
研究機関、農業関連企業のビジネスの参考
データとして幅広く活用されている。

本稿では、この白書より、野菜の生産を
行う野菜生産法人の情報をピックアップす
ることで、野菜生産法人の経営課題や課題
解決に向けた取り組みなどを紹介したい。

２　野菜生産法人会員の現状について

（１�）野菜生産法人の割合と営農地域について
2025年の調査（対象会員（調査票配布

数2060法人）において、野菜を主として
生産している法人（以下「野菜生産法人」
という）は、会員全体の27.3％を占めて
いる（図１）。

野菜生産法人の営農地域は、52.3％が
平地農業地域だが、41.7％が中山間地域、
5.9％は都市的地域を中心に営農している。

（２）耕地面積について
露地野菜と施設園芸（調査の都合上、施

設花きを含む）を区分した上で、耕種別会
員の平均耕地面積を集計した結果、露地野
菜経営では、40.5ヘクタール、施設園芸
で は 約1.8ヘ ク タ ー ル（ １ 万8384平 方
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メートル）となった（図２）。この数値を
2020年の農林業センサスにおける全国の
経営体当たりの平均面積と比較すると、露
地野菜経営では40.5倍、施設園芸経営で
は6.3倍であり、当協会会員の経営規模が
大きいことが分かる。

経営規模の平均値の推移は、露地野菜、
施設園芸ともに過去５年間ではほぼ横ばい
となっており、耕地面積が拡大傾向にある
稲作とはトレンドが異なる。
「作付面積を拡大したい」と回答した野

菜の経営体は45.2％であり、この回答率
は、対象会員全体の42.4％をわずかに上
回るが、稲作経営体の51.7％を下回る結
果となった。

（３）売上高について
2025年調査では、野菜生産法人の平均

売上高は２億8528万円で、売上高１億円
以上の経営体が60.4％を占めており、売
上高10億円以上の経営体が6.6％となった

（図３）。10年前の同調査においては、平
均売上高は２億4051万円、売上高１億円
以上の経営体は55.6％であったことから、
売上規模は拡大傾向にあることが分かる。

なお、同じ土地利用型農業である水稲生
産法人の平均売上高は１億7698万円であ
るが、10年前の同調査では8886万円であ
り、売上規模の拡大傾向は稲作経営の方が
大きいことが分かった。

図２　耕種別会員の経営規模（耕地面積）

（注）
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資料：�「2020年農林業センサス」（農林水産省）（https://www.maff.go.jp/j/tokei/census/afc/2020/）を基に法人協会作成
　注：「2020年農林業センサス」の農業経営体（全国）は107万6000経営体、うち法人経営体は３万1000経営体。

図３　耕種別会員の売上規模
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（４）労働力と代表者年齢について
労働力に関して、野菜生産法人の従事者

数の平均は21.8人であり、稲作経営（平
均従事者数11.1人）の約２倍の水準であ
る。前述した平均売上高を用いた野菜生産
法人の従事者１人当たりの平均売上高は
1308万円となっており、これは稲作経営
の平均売上高（同1594万円）と比べると
若干低い水準にある。

多くの企業が外国人材を活用している
が、野菜生産法人では、外国人材の活用意
向について34.0％が「人数を増やしたい」
と回答しており、会員全体での平均値
19.8％を大きく上回っている。

野菜生産法人の平均設立年数は20.2年で
あ り、 代 表 者 の 平 均 年 齢 は55.5歳 で、
44.3％の経営体が創業者から代替わりをし
ている。会員全体での平均設立年数は25.0
年、代表者の平均年齢は58.4歳であり、野
菜生産法人は業種別では設立年数、代表者
年齢ともに最も若い業種となっている。

３　野菜生産法人の経営課題など

経営課題について、会員全体の１位は
「資材コスト（肥料、飼料、農機等）」（回
答率54.3％）、２位は「労働力（雇用者、
外国人材等）」（同52.8％）、３位は「人材
の育成」（同51.9％）であった。この三つ
の課題については、過去５年間の調査にお
いても例年上位を占める項目であり、中で
も「資材コスト」については５年連続１位
となっている。

これに対し、野菜生産法人の１位は「人
材の育成」（回答率55.2％）と「資材コスト」

（同55.2％）が同率、３位は「労働力」（同
54.9％）であった（図４）。この要因として、

２の（４）で記載したように野菜生産法人
は従業員数が多く、また、外国人材も広く
活用していることから他業種に比べて従業
員の育成について課題を強く感じているこ
とがあると推測される。

また、４位には「価格転嫁」（同44.5％）
が経営課題として上がっている。この課題
は、会員全体では29.8％であったことか
ら、野菜生産法人の顕著な傾向であった。

４　経営リスクと対策

（１）リスク認識について
経営リスクについて、会員全体の１位は

「生産コストの上昇」（回答率68.0％）、２
位は「天候不順等による収量の減少」（同
45.7％）、３位は「生産物価格の下落」（同
43.0％）であった。特に１位の生産コス
トの上昇は、７割近い経営体が経営リスク
として回答しており、物価高騰が継続する
ことへの懸念を捉えた調査結果となった。

これに対し、野菜生産法人の１位は「生
産コストの上昇」（回答率73.2％）、２位
は「天候不順等による収量の減少」（同
52.6％）、３位は「生産物価格下落」（同
35.6％）となった。リスクと考える項目
と順位は全体平均と一致したが、「生産コ
ストの向上」と「天候不順等による収量の
減少」については、より高い割合でリスク

図４　野菜生産法人の経営課題

注：最大五つを選択。
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と捉えていることが分かった。
この結果に関連して、同調査における業

種別で、直近決算における売上高経常利益
率を分析したところ、「赤字」と回答した
のは会員全体では18.9％であったのに対
し、野菜生産法人に限ると27.5％だった。
これは、物価高騰や天候不順など、外部環
境の変化が野菜生産法人の収益に与える影
響がより大きいものと思われる。

（２）リスク対策について
リスク対策について、会員全体の１位は

「複数販路の確保」（回答率54.0％）、２位
は「スマート農業の導入（機械化）」（同
27.3％）、３位は「従業員の給与水準や福
利厚生の改善」（同25.8％）であった。

これに対し、野菜生産法人の１位は「複
数販路の確保」（回答率59.6％）、２位は「多
品目生産」（同32.8％）、３位は「外国人材
の確保」（同23.4％）となった。１位、２位
については、生産・販売リスクを分散させ
る対策であるが、３位の「外国人材の確保」
については、野菜生産法人の特徴が表れた
項目である。また、３においても「人材の
育成」が野菜生産法人の経営課題の特徴と
して見られたことから、「人」に対する対策

の必要性が求められていることが分かる。

（３）複数販路の確保について
リスク対策のうち、複数販路の確保に関

して、野菜生産法人の主な販売先を調査し
たところ、１位は「小売業者」（回答率
23.1 ％）、 ２ 位 は「 農 協 系 統 」（ 同
18.8％）、３位は「農協以外の集出荷団体」

（ 同17.2 ％）、 ４ 位 は「 卸 売 市 場 」（ 同
14.3％）と続いており（図５）、他の耕種
と比べると主要な販売先が分散しているこ
とが分かる。一方、経営課題の調査結果に
もある通り、価格交渉の難しさや、費用を
考慮した価格の実現には課題が残る。

（４）賃上げ対応について
人材確保に関するリスク対策として、賃

上げの状況を調査したところ、会員全体で
82.2％が「実施した」と回答したのに対し、
野菜生産法人は、85.3％が賃上げを「実施
した」と回答した。これは、業種別では最も
高いが、実施内容は「最低賃金の引き上げに
伴う昇給」との回答が最も多く、他の業種と
比べて定期昇給やベースアップなどの取り
組みについて積極的な回答はなかった。

図５　土地利用型経営の主な販売先

1-9 業種別の主な販売先
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（５�）物価高騰による設備投資への影響に
ついて

前述の通り、2025年調査は、物価高騰
に係る影響がさまざまな回答に反映された
ように見られたため、最後に物価高騰によ
る設備投資への影響について記載する。

物価高騰による設備投資などの影響を調
査したところ、「影響あり（中止、延期、
縮小）」との回答は、会員全体では56.5％
であったが、野菜生産法人については、
64.4％となった。

このような影響があることから、野菜生
産法人の今後１年間の設備投資の目的は、
１ 位 が「 更 新・ 維 持・ 補 修 」（ 回 答 率
66.8％）、２位が「合理化・省略化」（同
49.0％）、３位が「増産・規模拡大」（同
37.4％）であった（表）。

５　おわりに（法人協会の対応について）

前述の通り、野菜生産法人は、物価高騰
に伴う収益の悪化や、人材確保について課
題やリスクを抱えており、これらを解決す
る方法の一つとして、高騰したコストを反
映する適正価格の実現が求められているこ
とが分かった。

法人協会はこのような課題の解決に向
け、2026年４月に施行された食料システ
ム法を踏まえ、適正価格について、再生産
価格での取引・販売の実現を強く要望して
きた経緯がある。今後も、コスト指標の作

成などに広く関わっていく所存である。
また、野菜生産法人に限らず、農業界全体

の問題意識として、生産性向上に必要な農地
の集約化や、物価高騰に対応した収益構造の
実現を目指し、農畜産物の取引において再生
産を可能とする合理的な価格形成がなされる
よう、加工・流通構造の改革を目指して活動
を行っていく。そのためには、農業法人の経
営実態や経営課題などを広く世の中に周知
し、また各種研究の一助となれるよう調査活
動を継続していく。このように、法人協会は
全国の農業法人の実態を調査することで、そ
の内容を分析・公表するとともに、課題解決
のための政策提言活動などに取り組んでい
る。このレポートなどを通じて農業法人の実
態について興味を持っていただければ幸いで
ある。

（参考）2025年版　農業法人白書 URL
https://hojin.or.jp/agri/white_paper-
html/
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表　�今後１年間の野菜生産法人の設備投
資の目的（複数回答）

１位　更新・維持・補修 66.8％（72.1％）
２位　合理化・省力化 49.0％（51.4％）
３位　増産・規模拡大 37.4％（34.2％）
４位　持続可能性の向上 23.9％（27.0％）
５位　新規部門の導入 12.5％（ 9.0％）
注：（）内は会員全体の回答。


